
１．は じ め に

小稿の目的は，１９９８年調査から２００７年調査にいたるインドネシアの社会経済

調査スサナスの個別結果表から作成した擬似パネルデータを用いて，賃金所得

関数を推定し，教育投資の収益率の推定を試みることである。

筆者は，近年，インドネシアの社会経済調査スサナスの個別結果表を用いて，

インドネシアにおける貧困要因とその解決策を探ってきた(1)。これらの研究に

おいて，賃金所得格差要因のひとつが，教育水準であり，教育投資の収益率が

高いことを示し，教育投資が経済的合理性を備えており，賃金所得格差の解消

策として，教育投資が有効な手段であることを示した。この場合，教育投資の

収益率を推定する際，賃金所得関数を推定しなければならない。賃金所得関数

推定の際，説明変数に教育年数が必要である。ところが，筆者の場合，社会経

済調査の個別結果表というクロスセクションデータを用いた推定であったため

に，賃金所得決定に際し，賃金所得と教育年数とが，同時決定の関係にあり，

工夫が必要であった。その工夫は，教育年数関数を推定し，教育年数推定値を

用いて，賃金所得関数を推定するものであった。

筆者の新しい課題は，別の工夫によって，賃金所得関数を推定し，教育投資

の収益率を推定することである。この工夫は，過去に用いた各年のインドネシ

アの社会経済調査スサナスの個別結果表を用いて，擬似パネルデータを作成し，

それを用いることによって識別問題を回避することである。
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筆者は，寡聞にして，過去にインドネシアの社会経済調査スサナスの個別結

果表から擬似パネルデータを作成し，賃金所得関数を推定し，教育投資の収益

率を推定した研究を知らない。したがって，小稿は，この分野の嚆矢となるも

のであるといえる。

なお，擬似パネルデータは，Browning, Deaton and Irish（１９８５）によって提

案され，１９７０年から１９７６年に至るイギリスの家計費調査の個別結果表を用いた

実証分析に用いられた。その後，多くの擬似パネルデータを用いた研究が発表

されてきたが，Deaton and Paxson（１９９４）と Attanasio and Weber（１９９５）との

研究は擬似パネルデータの有用性を確立した点で有名である。

分析対象を，インドネシアの人口の３／５が居住するジャワ島に限定し，年齢

が１５歳以上７５歳以下に限定する。筆者の過去の研究において，７５歳以下の上限

を設定していなかったので，分析対象のサンプル数が筆者の過去の研究のサン

プル数と若干異なることになる。

以下，２において，擬似パネルデータ作成について述べ，３において，賃金

所得関数の推定とその結果について述べる。４は教育投資の推定結果について

述べ，５はむすびに当てられる。

２．デ ー タ

スサナスは，コア（Kor）部分とモジュール（Modul）部分とに分けて，毎

年実施される。コア部分は共通部分で，毎年の調査部分に含まれるが，モジュー

ル部分は，（１）消費と所得，（２）健康，教育と住居環境，および，（３）社会文化，

犯罪と国内旅行との３部分に分かれ，各部分は３年毎に調査される(2)。分析に

用いたデータは，１９９８年調査から２００７年調査にいたるスサナスのコア部分であ

る。なお，２００８年調査のスサナスが利用可能であるが，調査項目が変更になり，

小稿の研究課題に適合しないために利用できなかった(3)。

筆書の過去の研究において，教育投資の収益率の推定は，ミンサー型賃金所

得関数の変形モデルを推定することによっておこなわれてきた。この場合，ク

ロスセクションデータを用いるために，賃金所得と教育年数との間の識別問題
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を回避する工夫が必要であった。筆者の場合，教育年数関数を推定し，その推

定結果を用いて，教育年数を推定し，この推定結果を用いて，ミンサー型賃金

所得関数の変形モデルを推定するものであった(4)。

問題の識別問題を回避するための一つの手段として，サンプルの時系列変化

を把握したパネルデータの利用が有効である。すなわち，教育年数はサンプル

によって時間的に変化しないので，１期前の教育年数を使用することによって，

識別問題を回避するものである。

インドネシアの国家統計局は，社会経済調査スサナスのパネルを作成するた

めの調査も小規模におこない，公表している。しかし，サンプルが連続するの

は，２年であり，今回の推定では用いなかった。後日，利用を試みる予定であ

る。

小稿において利用できる社会経済調査スサナスの個別結果表は１９９８年調査か

ら２００７年調査にいたる１０年のクロスセクションデータであり(5)，それらを，パ

ネルデータに代替しうるように，次のような加工をおこなった。各年の個々の

家計サンプル構成員の情報を３歳毎の年齢別に集計，平均し，１９９８年における

家計構成員の各年齢の平均値が，２００１年の３歳年上の家計構成員の平均値につ

ながると考え，同様に２００４年，および２００７年へと がるように，スサナスの

データを取り扱う方法を考える。このようなデータの取り扱いは，家計構成員

の情報の年齢別平均値からなるコーホートの時系列データをパネルデータと見

なそうとするものであり，擬似パネルデータと呼ばれる。

擬似パネルデータは，Browning, Deaton and Irish（１９８５）によって提案され，

１９７０年から１９７６年に至るイギリスの家計費調査の個表を用いた実証分析に用い

られた。その後，多くの擬似パネルデータを用いた研究が発表されてきたが，

Deaton and Paxson（１９９４）と Attanasio and Weber（１９９５）との研究は擬似パネ

ルデータの有用性を確立した点で有名である。

小稿において作成した擬似パネルデータは，以下のとおりである。１９９８年，

２００１年，２００４年と２００７年とのスサナスの各家計の各構成員サンプルのうち，１５

歳以上７５歳以下で，かつ，賃金所得が正であるサンプルを抽出した。そして，

それらを，都市部と農村部別男女別に，家計構成員の年齢と賃金所得階級とを
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キー変数として，コーホートを作成した。この際，コーホート数を増加させ，

擬似パネルデータのサンプル数を増加させるためには，キー変数による集計範

囲を小さくすれば良いことが解る。しかし，そうすると，コーホートに含まれ

るサンプル数が減少し，得られた擬似パネルデータを用いた推定結果が不安定

になる。逆に，集計範囲を大きくすれば，コーホートに含まれるサンプル数が

増加するが，それを用いた推定結果に偏りをもたらすことが知られている。

小稿の場合，賃金所得階級を１ヶ月あたり２００２年固定価格(6)で，（１）１０万ル

ピア未満，（２）１０万ルピア以上２０万ルピア未満，（３）２０万ルピア以上３０万ルピア

未満，（４）３０万ルピア以上４０万ルピア未満，および（５）４０万ルピア以上の５階級

とした。また，家計構成員の年齢区分を３歳毎とし，６１歳以上を１グループと

して，コーホートを作成した。すなわち，例えば，賃金所得１０万ルピア未満で，

１９８８年１８歳以下のサンプルが同一賃金所得グループの２００１年の１９－２１歳グルー

プへ，そして２００４年の２２－２４歳グループへ，そして２００７年の２５－２７歳グループ

へとつながるコーホートを想定するわけである。

１９９８年の場合の各セルのサンプル数は，表１と表２とに示される。表２によ

れば，農村女子の高齢で高い賃金所得階級のセルにおいて，サンプル数が１桁

やゼロとなるセルが生じていることが観察される。

２００７年の場合の各セルのサンプル数は，表３と表４とに示される。２００１年と

２００４年との場合の各セルのサンプル数は，付表１，付表２，付表３と付表４と

に示される。最終年の２００７年の各セルのサンプル数を示す表３と表４とによれ

ば，１９９８－２００７年間のインドネシアの経済成長の結果を反映して，賃金所得が

増加し，高齢者のセルにおいてもサンプル数が１桁やゼロのセルが消失し，か

つ働き盛りのコーホートにおける高所得階級のサンプルが急増している点が観

察される。付表１から付表４における途中年次の２００１年と２００４年との各セルの

サンプル数は，十分詰まっている点が観察される。

１９９８年の高齢の農村女子の場合，セルのサンプル数に問題を残すが，バラン

ス・パネルデータを作成するとすれば，１９９８年の５２－５４歳の年齢階級が，２００１

年に５５－５７歳の年齢階級に，また，２００４年の５８－６０歳の年齢階級に，そして

２００７年の６１歳以上階級に接続するので，１９９８年のサンプル数ゼロのセルが生じ
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表１ 年齢別都市農村別男女別賃金所得別サンプル数（ジャワ島，１９９８年）

月間賃金所得（単位：ルピア）

１０万未満

（１）

１０万以上
２０万未満
（２）

２０万以上
３０万未満
（３）

３０万以上
４０万未満
（４）

４０万以上

（５）

１８歳以下

都市
男子 ７６ ２２２ １９４ ７１ ２２
女子 １９５ ４４６ ２３２ ６７ ３１

農村
男子 ２０９ ３８２ ２５７ １４０ ４９
女子 １８２ ３００ １１４ ２９ １２

１９－２１歳

都市
男子 ６３ ２８８ ３８１ ２７７ １９６
女子 １２０ ４６１ ３７７ ２６０ １６０

農村
男子 １２８ ３３７ ３４９ １７５ １１８
女子 １７１ ２７６ １０６ ５６ １８

２２－２４歳

都市
男子 ３８ ２８５ ４８２ ４６１ ５０８
女子 １０４ ３７２ ３３４ ３０１ ３１６

農村
男子 １２７ ３６２ ４１９ ２７４ １６７
女子 １９３ ２０５ １３９ ５２ ３１

２５－２７歳

都市
男子 ５２ ２５４ ５４６ ５７９ ９０６
女子 １３１ ３００ ２５６ ２６８ ４００

農村
男子 １５０ ４１３ ５１０ ３６８ ３２４
女子 ２６６ ２７３ ９４ ５２ ３３

２８－３０歳

都市
男子 ５２ ２１６ ４３４ ５７４ １，１９３
女子 １１３ ２６８ ２０７ ２２１ ３７３

農村
男子 １１５ ３７９ ４４０ ３５２ ３９３
女子 ２８０ ２２９ １０１ ５２ ４８

３１－３３歳

都市
男子 ２９ １２９ ２７６ ４１５ １，０１９
女子 １０４ １６７ １１９ １３９ ２８４

農村
男子 ９４ ２４６ ３６４ ３４９ ４２７
女子 ２２３ ２２３ ８０ ２７ ６９

３４－３６歳

都市
男子 ４６ １４３ ２８９ ４０３ １，２０７
女子 １０３ ２１４ １３２ ９５ ３２８

農村
男子 １０５ ３１１ ３８２ ３４２ ５２５
女子 ２８６ ２７０ ８３ ３６ １２５

３７－３９歳

都市
男子 ２３ ６８ ２０２ ２９０ １，１３９
女子 ４８ １４４ ７９ ６１ ３０７

農村
男子 ９７ ２２９ ２６０ ２９０ ５２０
女子 ２５０ １９７ ３９ ２６ ９４

（資料）1998 SUSENAS個別結果表。
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表２ 年齢別都市農村別男女別賃金所得別サンプル数（ジャワ島，１９９８年）（その２）

月間賃金所得（単位：ルピア）

１０万未満

（１）

１０万以上
２０万未満
（２）

２０万以上
３０万未満
（３）

３０万以上
４０万未満
（４）

４０万以上

（５）

４０－４２歳

都市
男子 ２７ １０３ ２２１ ３１６ １，１８８
女子 ９２ １５４ ８１ ７８ ２３９

農村
男子 １０７ ２６３ ３２９ ２５４ ４６４
女子 ２５０ ２１１ ５８ １８ ７８

４３－４５歳

都市
男子 １７ ７６ １５０ ２６４ １，０３４
女子 ５７ １１３ ６０ ４５ １８９

農村
男子 １０６ １９７ ２１４ １６９ ３６３
女子 １７３ １５３ ３０ ９ ６２

４６－４８歳

都市
男子 １３ ５５ ９４ １７７ ７５９
女子 ５９ ９６ ２８ ３０ １５５

農村
男子 ５５ １７３ １６５ １３７ ２７９
女子 １８２ １３３ ２０ ３ ５３

４９－５１歳

都市
男子 ２１ ６２ ９２ １０６ ６０８
女子 ４４ ８９ ３３ １８ １３９

農村
男子 ６３ １４９ １１０ ９５ ２１７
女子 １５０ １３３ １０ ６ ３８

５２－５４歳

都市
男子 １８ ４５ ８８ ９８ ５６５
女子 ４９ ４８ １３ １３ ９３

農村
男子 ６６ １２０ ９０ ７１ ２０５
女子 １７５ １０７ ７ ２ １５

５５－５７歳

都市
男子 ３１ ６２ ７８ ８１ ３５７
女子 ５５ ６４ １７ ７ ５９

農村
男子 ７２ １４６ １０２ ５４ １４８
女子 １６３ １１５ ５ ０ １３

５８－６０歳

都市
男子 １８ ５７ ７０ ７０ １８３
女子 ３６ ５６ １６ ５ ２９

農村
男子 ５４ １００ ７１ ２７ ６８
女子 １４０ ９５ ８ ２ ３

６１歳以上

都市
男子 ５８ １３８ １１２ ９１ １５５
女子 ９１ ９４ １３ ４ ６

農村
男子 １４８ ２４９ １２５ ５６ ４３
女子 ３３８ １６９ １３ １ １

（資料）1998 SUSENAS個別結果表。
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表３ 年齢別都市農村別男女別賃金所得別サンプル数（ジャワ島，２００７年）

月間賃金所得（単位：ルピア）

１０万未満

（１）

１０万以上
２０万未満
（２）

２０万以上
３０万未満
（３）

３０万以上
４０万未満
（４）

４０万以上

（５）

１８歳以下

都市
男子 ７０ ２３４ １８０ １３６ １９０
女子 ５８ ４２８ ２７０ １３７ １４６

農村
男子 １５８ ３１１ １９３ １４２ １０７
女子 １０９ １９２ ９９ ４９ ５０

１９－２１歳

都市
男子 ５３ ３０３ ３３０ ４０２ ７９０
女子 ９９ ３９０ ３６５ ３０３ ６８０

農村
男子 ９８ ３３３ ３１４ ２５７ ２７８
女子 １０１ １７２ １２４ １０１ １０５

２２－２４歳

都市
男子 ７９ ２９７ ４４８ ６０７ １，４５４
女子 １０９ ３３１ ３３３ ３４２ １，０５０

農村
男子 １２７ ３６１ ３４９ ４０３ ４４２
女子 １５３ ２１７ １１０ １１３ １４２

２５－２７歳

都市
男子 ７２ ２８５ ４８４ ７５７ ２，２７９
女子 １２４ ３１３ ３０６ ３３９ １，１５４

農村
男子 １２９ ４０２ ４５０ ４９５ ７２９
女子 ２００ ２５６ １５７ １１７ １７２

２８－３０歳

都市
男子 ４６ ２１７ ３６３ ６６５ ２，３１１
女子 １０６ ２８７ ２１５ ２８２ ９３１

農村
男子 ９２ ３２３ ３８３ ４８１ ７５４
女子 １６９ ２６４ １２５ １３０ １６０

３１－３３歳

都市
男子 ５１ １６９ ２９５ ５３９ ２，２７２
女子 １３５ ２７４ ２２９ ２５１ ７０６

農村
男子 ８６ ２７６ ３７５ ４１３ ８７７
女子 １９３ ２４９ １４３ ９３ １４５

３４－３６歳

都市
男子 ３８ １７３ ２９９ ５００ ２，４３６
女子 １２５ ３１１ ２３７ ２６６ ７８３

農村
男子 ８７ ３４０ ３９２ ４５５ １，０５８
女子 ２３０ ３２０ １７８ １２３ １８３

３７－３９歳

都市
男子 ３９ １５１ ２６７ ４８０ ２，４３８
女子 １３２ ３６８ ２３４ ２０８ ７５７

農村
男子 ８６ ２８２ ３５３ ３９０ ９８５
女子 ２０３ ３０９ １４５ １０６ ２２３

（資料）2007 SUSENAS個別結果表。
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表４ 年齢別都市農村別男女別賃金所得別サンプル数（ジャワ島，２００７年）（その２）

月間賃金所得（単位：ルピア）

１０万未満

（１）

１０万以上
２０万未満
（２）

２０万以上
３０万未満
（３）

３０万以上
４０万未満
（４）

４０万以上

（５）

４０－４２歳

都市
男子 ４２ １７０ ２８３ ４６８ ２，４５０
女子 １３１ ３５８ ２５３ ２６３ ７５８

農村
男子 ７７ ２７８ ３９３ ４２３ １，０２７
女子 ２４２ ３６９ １７０ ９４ ２２７

４３－４５歳

都市
男子 ３５ １４７ ２３８ ３９０ ２，０７７
女子 １０１ ３３７ ２０１ １９７ ６７９

農村
男子 ７７ ２３６ ２９７ ３１５ ８０９
女子 ２０９ ３２０ １２５ １０３ １７４

４６－４８歳

都市
男子 ４１ １５９ ２０９ ３６８ １，７８０
女子 ９４ ２７９ １７７ １６５ ６０１

農村
男子 ７１ ２５１ ２６０ ３０６ ７２１
女子 ２１３ ２７４ １４０ ８１ １６５

４９－５１歳

都市
男子 ３１ １５１ ２１０ ３２１ １，４８６
女子 １１３ ２６４ １６４ １４０ ４２６

農村
男子 ５６ ２３９ ２５１ ２３０ ６０２
女子 １９０ ２３７ １１５ ５２ １１１

５２－５４歳

都市
男子 ４０ １３９ １５９ ２４３ １，３７９
女子 ６７ １９５ １１９ ９４ ３２６

農村
男子 ７０ １９７ １８７ １９３ ４６３
女子 １６４ ２１４ ７６ ６１ ９５

５５－５７歳

都市
男子 ３５ １４９ １８２ ２０９ ８５９
女子 ９４ １８７ ９７ ８６ ２３４

農村
男子 ７５ ２０６ １７０ １７３ ３２１
女子 １４０ ２０８ ８０ ４７ ６８

５８－６０歳

都市
男子 ２９ １０１ １１６ １３７ ４３９
女子 ６０ １４１ ７０ ５０ １３４

農村
男子 ３９ １３８ １０９ １０６ １７４
女子 １３６ １４６ ５０ ２９ ４２

６１歳以上

都市
男子 １１５ ２７７ ２４４ ２３４ ６１３
女子 ２０１ ２９４ １６２ １０６ １７５

農村
男子 ２１１ ４４８ ２４１ １８６ ２２６
女子 ４６６ ４４９ １４９ ８４ ５６

（資料）2007 SUSENAS個別結果表。
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た５５－５７歳の年齢階級以降を無視できる。したがって，これらの結果を用いて，

分析を進めることにした。

３．賃金所得関数の推定

一般に，賃金格差と教育の関係を数量的に明らかにし，教育投資の収益率を

推定する場合，ミンサー型の賃金関数が計測されてきた(7)。筆者の過去の研究

においても，ミンサー型賃金関数を考慮し，それを変形した賃金所得関数を計

測し，教育水準の収益率を推定してきた(8)。このような方法で教育の収益率を

推定する場合，教育を受けながら，家庭の主婦として家事に専念し，何ら賃金

所得を得ていないサンプルや，家内企業に従事している無給の家計構成員のサ

ンプルをいかに対処するかが問題であり，多くの研究において，サンプルセレ

クションモデルを用いて，その対処がなされてきた。筆者の場合も，そのよう

に対処してきた(9)。

しかし，小稿の場合，擬似パネルデータを使用するために，サンプルセレク

ションモデルを採用することができなかった(10)。したがって，サンプルセレク

ション・バイアスを無視して，サンプルセレクション部分を省略した賃金所得

関数を推定することにした。

教育投資の収益率を推定するためのミンサー型賃金関数は，一般に，次式の

ように定式化されてきた。

logYi＝a0＋a1SYi＋ΣbjXji＋ui （１）

ただし，Yi：賃金所得，SYi：教育年数，Xji：その他変数，ui：確率誤差項，

a0，a1，bj：推定すべきパラメーター。

そして，パラメーター a1の推定値が，教育の収益率とみなされてきた。しかし，

各個人の学歴に対する教育年数が異なるにもかかわらず，（１）式のような定式

化では，すべての学歴に対して，教育の収益率が，同一となってしまう。これ

では，教育年数の異なる各教育水準の決定に関して無差別であり，（１）式の定

式化は，現実的でないといえる。

表５と表６に示されるように，学歴と賃金所得との間に，正の相関が存在す
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る。学歴が高いほど，賃金所得が高くなっている点は，学歴が高くなるほど，

教育投資の収益率が高くなるという仮説を立てることができる。しかし，表７

に観察されるように，高賃金所得がえられる高水準の学校教育を多くの人が受

けていない。この理由として，資本制限によって，多くの人が高水準の教育を

受けることができなかったと考えられる。この点については，筆者は別の機会

に明らかにした(11)。高学歴になるほど，教育投資の収益率が低くなるという意

見もある(12)。では，人々は，どうして高水準の教育を受けるのであろうか。収

益率が低くなるのであれば，人々は，高い水準の教育を受けないはずである。

経済学的説明を求めるのであれば，高い水準の教育を受けるために，教育投資

の収益率が高くなることが必要であるといえる。

また，表８は，同一学歴でも都市農村間，および男女間において賃金所得

表５ 賃金所得と教育水準との相関表（ジャワ島，１９９８年）
（階級単位：万ルピア／人／月）

階 級

無教育

（１）

小学校
中 退

（２）

小学校
卒 業

（３）

中学校
卒 業

（４）

高等学校
卒 業

（５）

職業高等
学校卒業

（６）

ディプロマ
Ⅰ又はⅡ
修 了
（７）

ディプロマ
Ⅲ修了

（８）

ディプロマ
Ⅳ修了

（９）

修士又は
修了博士
課 程
（１０）

合 計

（１１）

－ ５未満 １，０７０ １，２０４ １，３４２ ２４０ １５２ １０９ １４ １１ ４２ ０ ４，１８４
５以上－１０未満 １，６３５ ２，４９６ ３，５３７ ８３２ ４５４ ２２７ １７ ３０ ６５ ０ ９，２９３
１０以上－１５未満 ７１２ １，６６１ ３，５０２ １，３７３ ７５０ ５１３ ２０ ４５ ６５ ２ ８，６４３
１５以上－２０未満 ３４４ １，３１１ ３，３７５ １，６０９ １，３１２ ７７５ ４５ ６８ １０５ ２ ８，９４６
２０以上－２５未満 １２３ ６８１ ２，２００ １，１９３ １，３２１ ７３８ ７１ ９８ １４８ １ ６，５７４
２５以上－３０未満 ４５ ３４８ １，１９３ ７７３ １，３２５ ７４８ ９６ １２６ ２０７ ２ ４，８６３
３０以上－３５未満 ４６ ２６０ ９４３ ７１２ １，３３０ ７７０ １８７ ２０７ ２４１ ６ ４，７０２
３５以上－４０未満 １９ １２９ ４８５ ３９６ ８６１ ５５０ １５９ １６５ ２８８ ２ ３，０５４
４０以上－４５未満 ６ ５０ ２４８ ２５４ ８１７ ４４９ １６１ ２１１ ２８８ ５ ２，４８９
４５以上－５０未満 ６ ４０ １５８ １６０ ４６６ ２８８ ７７ １０４ １８５ ９ １，４９３
５０以上－５５未満 ６ １７ ６０ １１５ ４５１ ２０６ ８９ １５４ ２２６ １３ １，３３７
５５以上－６０未満 ０ ６ ２１ ３８ ９９ ８０ ２２ ４６ ６６ ４ ３８２
６０以上－６５未満 ２ ８ ３９ ４９ ２２１ １２０ ３６ ７１ １４９ １６ ７１１
６５以上－７０未満 ０ １ １１ ２１ ６９ ４９ ７ ３２ ４４ ６ ２４０
７０以上－７５未満 ２ ２ ８ ２３ １１７ ４４ １２ ５３ ９３ ３ ３５７
７５以上－８０未満 １ ２ １２ １８ ９２ ３５ ５ ４５ ８１ ５ ２９６
８０以上－８５未満 ３ ４ １１ １１ ８４ ３６ １４ ４０ ９２ ９ ３０４
８５以上－９０未満 １ ０ ２ ２ ２９ １１ ５ ２０ ２９ ４ １０３
９０以上－９５未満 １ ２ １１ ５ ３７ ２２ ３ ２４ ５６ ３ １６４
９５以上－１００未満 １ ０ ３ ４ ９ ３ ２ １５ １７ １ ５５
１００以上－１０５未満 ０ ２ ５ ３ ４８ ２３ ５ ３２ １０１ ６ ２２５
１０５以上－１１０未満 ０ １ １ １ ４ １ ０ ５ ５ ３ ２１
１１０以上－１１５未満 ０ ０ １ ０ ７ ６ １ １０ １２ ０ ３７
１１５以上－１２０未満 １ １ １ ０ ４ ４ ０ ０ ４ １ １６
１２０以上－１２５未満 ０ ３ １ ４ １７ ６ ６ １６ ３２ ２ ８７
１２５以上－ ４ １６ ３９ ２０ ９３ ３９ １９ ７６ ２３６ ３１ ５７３

合計 ４，０２８ ８，２４５１７，２０９ ７，８５６１０，１６９ ５，８５２ １，０７３ １，７０４ ２，８７７ １３６５９，１４９

（資料）1998 SUSENAS個別結果表。
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に格差の存在を示しており，都市間および男女間において，教育投資の収益率

に差異が存在する点を示唆している。これら２点を考慮して，ミンサー型賃金

関数を変形して，賃金所得関数を次のように変形したモデルを定式化した。

logYit＝a0＋a1SYUM it－1
2＋a2SYUF it－1

2＋a3SYRM it－1
２＋a4SYRF it－1

2

＋ΣbjXjit＋uit （２）

ただし，Yit：t期の賃金所得，SYUM it－1：１期前の都市男子教育年数，

SYUF it－1：１期前の都市女子教育年数，SYRM it－1：１期前の農村男

子教育年数，SYUM it－1：１期前の都市女子教育年数，Xjit : t期のそ

の他変数，uit：確率誤差項，a0，a1，a2，a3，a4，bj：推定すべき

パラメーター。

なお，SYUM it－1，SYUF it－1，SYRM it－1，SYUM it－1に各対応しないサンプルの部分に

表６ 賃金所得と教育水準との相関表（ジャワ島，２００６年）
（階級単位：万ルピア／人／月）

階 級

無教育

（１）

小学校
中 退

（２）

小学校
卒 業

（３）

中学校
卒 業

（４）

高等学校
卒 業

（５）

職業高等
学校卒業

（６）

ディプロマ
Ⅰ又はⅡ
修 了
（７）

ディプロマ
Ⅲ修了

（８）

ディプロマ
Ⅳ修了

（９）

修士又は
修了博士
課 程
（１０）

合 計

（１１）

－１５未満 １３３ ３１２ ８５８ ４４６ ５９５ ２０５ ８３ ７１ １３６ ０ ２，８３９
１５以上－３０未満 ３３２ ７７５ １，７５３ ８６３ ４２４ ２０７ ６５ ２２ ９６ ０ ４，５３７
３０以上－４５未満 ２８７ ８４５ ２，６２９ １，７５２ ９４５ ５９４ ９７ ５７ １５９ １ ７，３６６
４５以上－６０未満 １２６ ４４４ １，７９４ １，４６３ １，１３０ ６８３ ７８ ６９ １５５ ２ ５，９４４
６０以上－７５未満 ８５ ３９８ １，７３３ １，６１１ １，６１３ ８４０ ９９ １１２ ２２７ ２ ６，７２０
７５以上－９０未満 ４４ １８７ １，０３４ １，０６６ １，７４６ ８９３ ７６ １３２ ２１３ ２ ５，３９３
９０以上－１０５未満 ２６ １３１ ５５９ ６９０ １，３９６ ６７０ ９９ １７５ ３４２ ８ ４，０９６
１０５以上－１２０未満 ２ １６ １１１ １５４ ２７４ １３６ ２６ ４５ １０６ ２ ８７２
１２０以上－１３５未満 ４ ５０ ２２０ ３２６ ９４０ ４５３ １２７ １７１ ３７９ １１ ２，６８１
１３５以上－１５０未満 １ ８ ６１ ７４ ３２６ １２３ ７４ ７１ ２０２ １０ ９５０
１５０以上－１６５未満 ８ １４ １３２ １８０ ９００ ４０２ １８５ ２７４ ７１６ ３０ ２，８４１
１６５以上－１８０未満 １ ２ １９ ４７ ２７４ １３１ １１４ ８７ ２９１ １０ ９７６
１８０以上－１９５未満 ０ ６ ２２ ４６ ３０９ １３１ １０１ １１３ ３７６ ２１ １，１２５
１９５以上－２１０未満 １ ２ ２４ ４６ ３３０ １１８ ６３ １３０ ４３０ ３７ １，１８１
２１０以上－２２５未満 ０ １ ５ １０ １０１ ４９ ２３ ２１ １１４ １０ ３３４
２２５以上－２４０未満 ２ １ １ ７ ４４ ２２ ５ １４ ６７ ５ １６８
２４０以上－２５５未満 ０ ２ ９ １１ １３９ ５９ １１ ７３ ２６０ ３９ ６０３
２５５以上－２７０未満 ０ ０ ０ ３ ２２ ８ ０ １０ ２７ ４ ７４
２７０以上－２８５未満 １ １ ２ ３ ２５ １０ ４ １６ ４９ １２ １２３
２８５以上－３００未満 ２ ０ １ １ ７ ５ １ ２ １４ １ ３４
３００以上－３１５未満 １ ０ ６ １３ ９２ ２９ １３ ５１ １８６ ２４ ４１５
３１５以上－３３０未満 ０ ０ ０ １ １０ ２ １ ３ ２２ ２ ４１
３３０以上－３４５未満 ０ ０ １ ０ ５ １ １ ２ １２ １ ２３
３４５以上－３６０未満 １ １ ２ ４ ２７ １１ ７ １４ ５８ １２ １３７
３６０以上－３７５未満 ０ ２ ０ ２ ６ ０ １ １ １４ ５ ３１
３７５以上－ ４ ８ ４３ ４４ １３５ ５９ １６ ７４ ３３７ ８７ ８０７

合計 １，０６１ ３，２０６１１，０１９ ８，８６３１１，８１５ ５，８４１ １，３７０ １，８１０ ４，９８８ ３３８５０，３１１

（資料）2006 SUSENAS個別結果表。
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は，ゼロが挿入されている(13)。

この場合，投資の収益率は，例えば，都市男子の場合，

2a1SYUM （３）

となって，教育年数 SYによって異なり，高学歴になるに従って高収益率が得

られるように定式化されている点がわかる。都市女子，農村男子，および農村

女子の各教育水準の教育投資の収益率は，同様に計算できる。

前節で作成した擬似パネルデータを用いて，（２）式のパラメーターを推定す

る。この場合，単純な最小自乗法による場合と，パネルデータ分析による固定

効果モデルと変量効果モデルによる場合との推定をおこなう。

表７ 都市農村別男女別教育水準別サンプルの分布（ジャワ島，１９９８年，２００２年，２００６年）

都 市 農 村 男子計

（７）

女子計

（８）

合 計

（９）
男 子
（１）

女 子
（２）

小 計
（３）

男 子
（４）

女 子
（５）

小 計
（６）

１９９８年

無教育 ３７３ ６２７ １，０００ １，１３９ １，８８９ ３，０２８ １，５１２ ２，５１６ ４，０２８
小学校中退 １，４９１ １，０９４ ２，５８５ ３，５３５ ２，１２５ ５，６６０ ５，０２６ ３，２１９ ８，２４５
小学校卒業 ４，６５５ ２，７１２ ７，３６７ ７，１６８ ２，６７４ ９，８４２ １１，８２３ ５，３８６ １７，２０９
中学校卒業 ３，６０９ １，４３０ ５，０３９ ２，２１７ ６００ ２，８１７ ５，８２６ ２，０３０ ７，８５６
高等学校卒業 ５，８９２ ２，３５７ ８，２４９ １，４５０ ４７０ １，９２０ ７，３４２ ２，８２７ １０，１６９
職業高等学校卒業 ２，８３５ １，３６９ ４，２０４ １，１９５ ４５３ １，６４８ ４，０３０ １，８２２ ５，８５２
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ３６８ ３３１ ６９９ ２２９ １４５ ３７４ ５９７ ４７６ １，０７３
ディプロマⅢ修了 ８９６ ５６５ １，４６１ １７２ ７１ ２４３ １，０６８ ６３６ １，７０４
ディプロマⅣ修了 １，６３３ ７９９ ２，４３２ ３１７ １２８ ４４５ １，９５０ ９２７ ２，８７７
修士又は博士課程修了 １０５ ２４ １２９ ６ １ ７ １１１ ２５ １３６

合計 ２１，８５７ １１，３０８ ３３，１６５ １７，４２８ ８，５５６ ２５，９８４ ３９，２８５ １９，８６４ ５９，１４９

２００２年

無教育 ２４３ ５３６ ７７９ ３４８ ５９７ ９４５ ５９１ １，１３３ １，７２４
小学校中退 １，３７６ １，００８ ２，３８４ １，３９６ ８３２ ２，２２８ ２，７７２ １，８４０ ４，６１２
小学校卒業 ４，８２７ ３，０４７ ７，８７４ ３，９９６ １，６４０ ５，６３６ ８，８２３ ４，６８７ １３，５１０
中学校卒業 ４，２６６ ２，１３７ ６，４０３ １，７７３ ６３３ ２，４０６ ６，０３９ ２，７７０ ８，８０９
高等学校卒業 ６，６３２ ２，７９０ ９，４２２ １，０５６ ２８９ １，３４５ ７，６８８ ３，０７９ １０，７６７
職業高等学校卒業 ３，５１２ １，３８２ ４，８９４ ６８０ ２３３ ９１３ ４，１９２ １，６１５ ５，８０７
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ４６７ ６２４ １，０９１ ２４６ ２０８ ４５４ ７１３ ８３２ １，５４５
ディプロマⅢ修了 １，０７７ ７５８ １，８３５ １３０ ５６ １８６ １，２０７ ８１４ ２，０２１
ディプロマⅣ修了 ２，３６５ １，２９０ ３，６５５ ２８５ １１５ ４００ ２，６５０ １，４０５ ４，０５５
修士又は博士課程修了 ２０５ ５０ ２５５ ５ １ ６ ２１０ ５１ ２６１

合計 ２４，９７０ １３，６２２ ３８，５９２ ９，９１５ ４，６０４ １４，５１９ ３４，８８５ １８，２２６ ５３，１１１

２００６年

無教育 １８８ ２９２ ４８０ ２９０ ２９１ ５８１ ４７８ ５８３ １，０６１
小学校中退 ９０５ ７７９ １，６８４ １，００７ ５１５ １，５２２ １，９１２ １，２９４ ３，２０６
小学校卒業 ３，７８４ ２，３２４ ６，１０８ ３，４５１ １，４６０ ４，９１１ ７，２３５ ３，７８４ １１，０１９
中学校卒業 ３，８７２ ２，１１７ ５，９８９ ２，０２５ ８４９ ２，８７４ ５，８９７ ２，９６６ ８，８６３
高等学校卒業 ６，８４３ ３，０４７ ９，８９０ １，３８３ ５４２ １，９２５ ８，２２６ ３，５８９ １１，８１５
職業高等学校卒業 ３，５１１ １，３９５ ４，９０６ ７２５ ２１０ ９３５ ４，２３６ １，６０５ ５，８４１
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ３６７ ５６３ ９３０ １９８ ２４２ ４４０ ５６５ ８０５ １，３７０
ディプロマⅢ修了 ８９５ ６８９ １，５８４ １１７ １０９ ２２６ １，０１２ ７９８ １，８１０
ディプロマⅣ修了 ２，６２２ １，７１３ ４，３３５ ４２５ ２２８ ６５３ ３，０４７ １，９４１ ４，９８８
修士又は博士課程修了 ２３８ ７６ ３１４ ２２ ２ ２４ ２６０ ７８ ３３８

合計 ２３，２２５ １２，９９５ ３６，２２０ ９，６４３ ４，４４８ １４，０９１ ３２，８６８ １７，４４３ ５０，３１１

（資料）SUSENAS個別結果表。
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表８ 都市農村別男女別教育水準別における平均賃金所得（ジャワ島，１９９８‐２００６年）
（万ルピア／人／月）

都 市 農 村

男 子
（１）

女 子
（２）

合 計
（３）

男 子
（４）

女 子
（５）

合 計
（６）

１９９８年

無教育 １４．５７ ８．２６ １０．６２ １８．０２ １１．９５ １４．２３
小学校中退 １９．５１ ９．９１ １５．４５ １８．６１ ７．４６ １４．４２
小学校卒業 ２２．７９ １４．４１ １９．７１ ２０．３６ ９．４８ １７．４０
中学校卒業 ２６．８７ ２１．８５ ２５．４５ ２１．５２ １５．２３ ２０．１８
高等学校卒業 ４０．１８ ２６．７３ ３６．３４ ２７．８９ １８．９０ ２５．７０
職業高等学校卒業 ３５．０３ ２６．５２ ３２．２８ ３０．２６ ２６．３７ ２９．１９
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ５０．３７ ３６．６５ ４３．８７ ４０．７６ ３２．９１ ３７．７２
ディプロマⅢ修了 ６１．４０ ４２．９０ ５４．２４ ４２．２１ ２７．４１ ３７．８８
ディプロマⅣ修了 ７６．８１ ４９．６７ ６７．８９ ４２．９２ ２４．１４ ３７．５２
修士又は博士課程修了 １２７．３３ ７８．３５ １１８．２２ ６４．５７ ３０．００ ２４．１６

合計 ３５．９６ ３３．３２ ３１．６５ ２２．２２ １２．１１ １８．８９

２００２年

無教育 ３２．５８ １７．１１ ２１．９４ ２７．３８ １５．２８ １９．７４
小学校中退 ４１．２０ ２１．９０ ３３．０４ ３７．４９ １６．９８ ２９．８３
小学校卒業 ４６．６９ ２６．３７ ３８．８１ ３８．９２ ２３．０４ ３４．３０
中学校卒業 ５８．０１ ３５．４３ ５０．４７ ４７．２５ ２７．９３ ４２．１７
高等学校卒業 ８４．４３ ６０．５５ ７７．３６ ６２．７０ ４１．７５ ５８．２０
職業高等学校卒業 ７６．７６ ５９．５３ ７１．９２ ６５．８０ ５７．８０ ６３．７６
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １２０．０１ ８９．６９ １０２．６７ １１０．３７ ９０．０５ １０１．０６
ディプロマⅢ修了 １３８．０９ ９９．３５ １２２．０９ １００．３６ ９６．０２ ９９．０５
ディプロマⅣ修了 １７５．４０ １３１．３２ １５９．８４ ９８．４３ ７２．８９ ９１．０９
修士又は博士課程修了 ３０９．４３ １８６．５８ ２８５．３４ １４０．００ １１１．００ １３５．１７

合計 ８２．１０ ５４．９４ ７２．５１ ４８．５２ ２９．７２ ４２．５９

２００６年

無教育 ６７．６５ ３４．５１ ４７．４９ ４５．７１ ２４．７７ ３５．２２
小学校中退 ５８．３８ ３４．８０ ４７．４７ ４７．３９ ２８．５９ ４１．０３
小学校卒業 ６５．６８ ３９．６９ ５５．７９ ５７．１１ ３４．４１ ５０．３６
中学校卒業 ７６．６４ ５２．９５ ６８．１５ ６５．７４ ４３．８８ ５９．２８
高等学校卒業 １１６．３７ ８６．８１ １０７．２６ ８７．９９ ６２．２３ ８０．７４
職業高等学校卒業 １０６．５４ ８１．８４ ９９．５２ ８９．９８ ７２．４７ ８６．０５
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １４７．８７ １１８．２９ １２９．９６ １２９．６０ １１０．７６ １１９．２４
ディプロマⅢ修了 １９７．８６ １４８．８１ １７６．５２ １４０．１０ １２２．１４ １３１．４４
ディプロマⅣ修了 ２２４．４０ １７０．０３ ２０２．９１ １４３．３１ １１４．４３ １３３．２３
修士又は博士課程修了 ４０１．９５ ３４２．９０ ３８７．６６ １８７．５９ ２２５．００ １９０．７１

合計 １１６．０８ ８５．１６ １０４．９８ ７１．０６ ５０．５９ ６４．６０

（資料）SUSENAS個別結果表。
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a．最小自乗法による場合

（２）式の回帰式モデルにおける，その他変数として，労働の経験年数と最高

位の賃金所得階級に対するダミー変数とを追加してパラメーターを推定した結

果が，表９に示される(14)。表９における回帰式（１）は，２００１年，２００４年と２００７

年とのデータを用いた結果であり，回帰式（２）は，２００１年と２００４年とのデータ

を用いた結果であり，回帰式（３）は，２００４年と２００７年とのデータを用いた結果

である(15)。なお，１９９８年のデータは，２００１年の１期前のデータとして使用され

ている。また，表９の上段は，回帰モデルにデータをそのまま当てはめた結果

である。３個の回帰式はともに決定係数が小さく，欠落している説明変数の存

在を示すものである。下段は，欠落した変数の代理変数として，上段の回帰式

の残差を用いてプラスとマイナスとの２個のダミー変数を作成，挿入して，回

帰モデルを推定した結果である(16)。残差ダミー変数を導入した結果，残差分散

が小さくなり，各パラメーターの推定値に対する t値が大きくなり，決定係数

が上昇した。残差の中に，内生変数に相当する要素部分が含まれているおそれ

があるが，無視することにした。この点は，今後の検討課題である。

表９の各回帰式の推定結果より，次の点が指摘できる。すなわち，経験年数

のパラメーターの推定値は正であり，経験を経るにしたがって所得の上昇を意

味し，妥当な結果である。また，都市農村別男女別教育年数の二乗のパラメー

ターの推定値が全て正で，統計的にゼロと有意差があり，期待どおりの結果と

なっている。すなわち，教育年数の増加＝高学歴になるにしたがって，教育の

収益が高くなることが推測できる。また，都市および農村における女子のパラ

メーターの推定値が男子のそれより大きくなっており，かつ農村男子のパラ

メーターの推定値は，都市男子のパラメーターの推定値より大きくなっており，

同様に，農村女子のパラメーターの推定値は，都市女子のパラメーターの推定

値より大きくなっている点が観察できる。表８の観察結果によれば，都市およ

び農村において男子の賃金所得が女子のそれより高く，都市男子の賃金所得は

農村男子のそれより高く，かつ，都市女子の賃金所得は農村女子のそれより高

かった。しかし，表９の都市農村別男女別教育年数の二乗のパラメーターの推

定値の大小関係は，農村女子，都市女子，農村男子の順に教育投資を強化すれ
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表
９

賃
金
所
得
関
数
の
推
定
結
果

回
帰
式（
３
）

有
意
確
率

P＞
｜

t｜
（
９
）

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

（
注
）
最
小
二
乗
法
に
よ
る
推
定
結
果
で
あ
る
。

t値 （
８
） ３
．７
８

４
．０
６

４
．５
４

３
．９
９

４
．１
２

２１
．９
５

６
．８
２

９
．０
１

１１
．０
１

１５
．１
５

１０
．７
７

１３
．６
０

９２
．４
７

－
５２
．７
１

５１
．８
１

３３
．６
０

パ
ラ
メ
ー
タ
ー

推
定
値

（
７
）

０
．０
１５
０２

０
．０
０８
１８

０
． ０
１０
５４

０
．０
１２
１７

０
．０
１３
７５

１
．６
４０
６１

１
．４
１４
２７ ５６
０

９３
．６
８

０
．４
９９

０
．０
０８
０４

０
．０
０４
９８

０
．０
０７
９０

０
．０
０７
３８

０
．０
１０
１９

１
．８
３２
１８

－
１
．０
８０
９１

０
．８
７８
５７

１
．５
８９
７８ ５６
０

２
，７
１１
．２
４

０
．９
７５

回
帰
式（
２
）

有
意
確
率

P＞
｜

t｜
（
６
）

０
．０
０１

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

t値 （
５
） ３
．４
８

４
．９
３

５
．７
６

４
．７
７

５
．６
９

１６
．５

１４
．３
６

１４
．４
７

１４
．１
２

２４
．１
８

１３
．６
６

２５
．９
２

８２
．９
４

－
５５
．１
７

５２
．６
８

６１
．１
６

パ
ラ
メ
ー
タ
ー

推
定
値

（
４
）

０
．０
０８
８９

０
．０
０７
２４

０
．０
０７
７３

０
．０
１０
７３

０
．０
０９
４１

１
．４
５２
９７

１
．６
８３
４８ ５５
８

１０
０
．９
５

０
．５
１９

０
．０
０８
１４

０
．０
０４
６０

０
．０
０７
１９

０
．０
０６
８１

０
．０
０９
５４

１
．８
１０
１２

－
１
．０
０５
００

０
．８
７６
８８

１
．６
０４
２７ ５５
８

２
，９
６０
．８
１

０
．９
７７

回
帰
式（
１
）

有
意
確
率

P＞
｜

t｜
（
３
）

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

０
．０
００

t値 （
２
） ３
．７
０

４
．６
８

５
．７
６

４
．４
７

５
．５
５

２２
．３
３

１５
．７
４

１８
．６
４

１８
．３
１

２８
．２
４

１７
．８
１

３０
．７
０

１２
５
．０
６

－
７２
．９
５

７５
．６
１

７６
．０
４

パ
ラ
メ
ー
タ
ー

推
定
値

（
１
）

０
．０
０８
８１

０
．０
０６
０２

０
．０
０７
１８

０
．０
０８
６５

０
．０
０８
４０

１
．５
５６
５６

１
．７
３１
５７ ７８
０

１３
６
．１
１

０
．５
１０

０
．０
０８
３０

０
．０
０４
４４

０
．０
０６
７０

０
．０
０６
５１

０
．０
０８
８３

１
．８
８９
３８

－
０
．９
９６
８１

０
．９
０８
９５

１
．５
７２
６８ ７８
０

５
，６
９４
．０
４

０
．９
８３

ex
ye

ar
sy

um
2

sy
uf

2
sy

rm
2

sy
rf

2
w

d5
_c

on
s

n F ad
jR

R

ex
ye

ar
sy

um
2

sy
uf

2
sy

rm
2

sy
rf

2
w

d5
d1 d2 _c

on
s

n F ad
jR

R

経
験
年
数

都
市
男
子
教
育
年
数
の
二
乗

都
市
女
子
教
育
年
数
の
二
乗

農
村
男
子
教
育
年
数
の
二
乗

農
村
女
子
教
育
年
数
の
二
乗

最
高
位
の
賃
金
所
得
階
級
ダ
ミ
ー

定
数
項

サ
ン
プ
ル
数

F
統
計
量

自
由
度
調
整
済
み
決
定
係
数

経
験
年
数

都
市
男
子
教
育
年
数
の
二
乗

都
市
女
子
教
育
年
数
の
二
乗

農
村
男
子
教
育
年
数
の
二
乗

農
村
女
子
教
育
年
数
の
二
乗

最
高
位
の
賃
金
所
得
階
級
ダ
ミ
ー

残
差
ダ
ミ
ー
１

残
差
ダ
ミ
ー
２

定
数
項

サ
ン
プ
ル
数

F
統
計
量

自
由
度
調
整
済
み
決
定
係
数
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ば，表８に観察された賃金所得格差の解消に役立つことを示しているといえる。

加えて，回帰式（２）と回帰式（３）との推定結果は，回帰式（１）の推定結果を強固

にするものである。

したがって，計測結果は，経済学的見地からも妥当であるといえるで，表９

の賃金所得関数の推定結果は，以下の分析に有効であるといえる。

b．パネルデータ分析による場合

（２）式の確率誤差項 uitを

uit＝vi＋eit （４）

のように，観測不可能なサンプル特有の効果 viとその他の確率誤差項 eitに分

割し，（２）式の回帰式のパラメーターを推定するのがパネルデータ分析である。

観測不可能なサンプル特有の効果 viを，非確率変数として取り扱うのが固定

効果モデルであり，それを確率変数として取り扱うのが変量効果モデルである。

表１０の回帰式（１）は，（２）式の回帰式モデルにおいて，その他変数として，労

働の経験年数と世帯主の教育年数(17)とを用い，固定効果モデルを推定した結果

である。表１０によれば，パラメーターの推定値にゼロと有意差が認められない

ものがあり，決定係数も小さくなっており，満足いく結果となっていない。し

表１０ 固定効果モデルによる賃金所得関数の推定結果

回帰式（２）

有意確率
P＞｜t｜
（６）

０．００２
０．０００
０．０００
０．００１
０．０００
０．０００
０．０００
０．０００
０．０００

t値

（５）

３．１８
６．５８
４．０９
３．２０
９．１９
４．７９

－１２．５５
５．４０
２２．１６

パラメーター
推定値
（４）

０．００６３７
０．００６０６
０．００２１３
０．００３２３
０．００４３９
０．０５１１２
－０．３７７７１
０．１５０３０
２．０１９８２

７８０
２６０
０．３１５
０．７１６
０．６７８
２９．４８
０．０００

回帰式（１）

有意確率
P＞｜t｜
（３）

０．１１６
０．０００
０．１８３
０．５８１
０．０００
０．００８

０．０００

t値

（２）

１．５７
４．０２
１．３３
０．５５
４．８７
２．６５

２３．０６

パラメーター
推定値
（１）

０．００３６２
０．００４１５
０．０００７３
０．０００５９
０．００２３９
０．０３２０６

２．２４５６１

７８０
２６０
０．０８０
０．０７５
０．０７３
７．４３
０．０００

exyear
syum2
syuf2
syrm2
syrf2
hsy

_cons

No. of obs
groups
within
between
overall
F
Prob＞F

経験年数
都市男子教育年数の二乗
都市女子教育年数の二乗
農村男子教育年数の二乗
農村女子教育年数の二乗
最高位の賃金所得階級ダミー
残差ダミー１
残差ダミー２
定数項

サンプル数
グループ数
決定係数（その１）
決定係数（その２）
決定係数（その３）
F統計量
F統計量の有意確率
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たがって，次善の策として，最小自乗法で，（２）式の回帰モデルを推定し，残

差ダミーを作成し(18)，固定効果モデルを推定した結果が，表１０の回帰式（２）で

ある。選択した説明変数のパラメーターの推定値は，すべてゼロと有意差があ

り，決定係数が上昇した。残差ダミーの使用に問題を残すが，見かけ上，統計

的結果は満足いく結果となった。

表１０の回帰式（２）によれば，経験年数のパラメーターの推定値は正であり，

経験を経るにしたがって賃金所得の上昇を意味し，妥当な結果である。加えて，

世帯主の教育年数のパラメーターの推定値も正であり，教育年数が高いほど子

供の教育水準が高くなり，所得の上昇を意味し，妥当な結果である。また，都

市農村別男女別教育年数の二乗のパラメーターの推定値が全て正で，統計的に

ゼロと有意差があり，期待どおりの結果となっている。すなわち，教育年数の

増加＝高学歴になるにしたがって，教育の収益が高くなることが推測できる。

ただ，都市農村間，男女間，および，それぞれの組み合わせにおけるパラメー

ターの推定値の大小関係が，表９の場合のように明瞭でなく，説明変数の選択

に対して，課題を残すこととなった。

表１１の回帰式（１）と回帰式（２）とは，表１０の場合と同一の回帰式に対して，変

量効果モデルでパラメーターを推定した結果である。推定結果は，固定効果モ

表１１ 変量効果モデルによる賃金所得関数の推定結果

回帰式（２）

有意確率
P＞｜t｜
（６）

０．０００
０．０００
０．０００
０．０００
０．０００
０．０００
０．０００
０．０００
０．０００

t値

（５）

９．２４
１０．１６
１０．８１
１１．５３
１６．４１
９．８３

－２２．８４
１７．３９
８．８５

パラメーター
推定値
（４）

０．０１６７０
０．００８６１
０．００７２１
０．０１３１５
０．０１０８２
０．１３０９４
－０．８７１５３
０．６１１７７
１．０１１５４

７８０
２６０
０．２７６
０．９１６
０．８５６

１，１０５．７７
０．０００

回帰式（１）

有意確率
P＞｜t｜
（３）

０．０４９
０．０００
０．０３０
０．１３７
０．０００
０．０００

０．０００

t値

（２）

１．９７
４．１４
２．１７
１．４９
５．２９
４．０５

１８．４８

パラメーター
推定値
（１）

０．００４２４
０．００４０５
０．００１２６
０．００１６４
０．００２８２
０．０５０５６

２．１０１３０

７８０
２６０
０．０７６
０．１２８
０．１１９
６０．１１
０．０００

exyear
syum2
syuf2
syrm2
syrf2
hsy

_cons

No. of obs
groups
within
between
overall
chi2
Prob＞chi2

経験年数
都市男子教育年数の二乗
都市女子教育年数の二乗
農村男子教育年数の二乗
農村女子教育年数の二乗
最高位の賃金所得階級ダミー
残差ダミー１
残差ダミー２
定数項

サンプル数
グループ数
決定係数（その１）
決定係数（その２）
決定係数（その３）
カイの二乗統計量
カイの二乗統計量の有意確率
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デルの場合と同様に，残差ダミー変数を追加した結果が満足いく結果となって

いる。すなわち，表１１の回帰式（２）によれば，経験年数のパラメーターの推定

値は正であり，経験を経るにしたがって所得の上昇を意味し，妥当な結果であ

る。加えて，世帯主の教育年数のパラメーターの推定値も正であり，教育年数

が高いほど子供の教育水準が高くなり，所得の上昇を意味し，妥当な結果であ

る。また，都市農村別男女別教育年数の二乗のパラメーターの推定値が全て正

で，統計的にゼロと有意差があり，期待どおりの結果となっている。いわゆる，

教育年数の増加＝高学歴になるにしたがって，教育の収益が高くなることが推

測できる。ただ，都市農村間，男女間，および，それぞれの組み合わせにおけ

るパラメーターの推定値の大小関係が，表９の場合のように明瞭でなく，説明

変数の選択に対して，課題を残すこととなった点は，固定効果モデルの推定結

果と同一である。

固定効果モデルを採用すべきか，変量効果モデルを採用すべきか，表１０の回

帰式（１）と表１１の回帰式（１）との間で，また，表１０の回帰式（２）と表１１の回帰式（２）

との間で，ハウスマン・テストをおこなった。その結果は，検定統計量である

カイの二乗値が負値となり，検定できなかった。この点に関して，今後の研究

課題とし，パネルデータ分析によるパラメーターの推定値は，以下の分析にお

いて，参考値として使用することにする。

今後の残された課題として，インドネシア国家統計局がおこなっている小規

模のスサナスのパネルデータをを用いて，賃金所得関数を推定し，その結果と

上記結果と比較し，擬似パネルデータの改善をおこなうことである。

４．教育投資の収益率

各年の都市農村別男女別の各教育水準に対する教育投資の収益率は，（２）式

による賃金所得関数の推定結果を示す表９の回帰式（１）のパラメーターの推定

値を用い，（３）式の例にしたがって推定できる。その推定結果は，表１２に示さ

れる。なお，列方向と行方向とにおける平均値は単純平均値である。

表１２によれば，男子の都市農村間の収益率格差は，農村の方が大きく，農村
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部の男子の高等教育への投資は，経済的に十分引き合うものであり，その投資

は，現在の男子の都市農村間の賃金所得格差の解消への有力な手段であるとい

える。

女子の都市農村間の収益率格差は，農村の方が大きく，その差も大きい。し

たがって，農村部の女子の高等教育への投資は，経済的に引き合うものといえ，

それは農村部の女子賃金所得を引き上げるものであり，女子の都市農村間の賃

金所得格差の解消への有力な手段であるといえる。

都市部の男女間の収益率格差は，女子の方の収益率が大きく，都市部の女子

の高等教育への投資は，経済的に十分引き合うものであり，それは都市部の女

子賃金所得を引き上げるものであり，都市部の男女間の賃金所得格差（女子の

平均賃金は男子より低い）の解消への有力な手段であるといえる。

農村部の男女間の収益率格差は，女子の方の収益率が大きく，農村部の女子

の高等教育への投資は，経済的に引き合うものといえ，それは農村部の女子賃

金所得を引き上げるものであり，農村部の男女間の賃金所得格差（女子の平均

賃金は男子より低い）の解消への有力な手段であるといえる。

ジャワ島全体でみた場合の教育の平均収益率は，表１２における平均値の部分

における平均値の部分に表され，１４．８％となっている。

表１２ 都市農村別男女別教育の収益率
（ジャワ島，１９９８年‐２００１年‐２００４年‐２００７年：擬似パネルデータ，最小二乗法）

終了
年数

（１）

都 市 農 村 平均値

（６）
男子
（２）

女子
（３）

男子
（４）

女子
（５）

小学校中退 ３．０ ２．７ ４．０ ３．９ ５．３ ３．８
小学校卒業 ６．０ ５．３ ８．０ ７．８ １０．６ ７．６
中学校卒業 ９．０ ８．０ １２．１ １１．７ １５．９ １１．３
高等学校卒業 １２．０ １０．７ １６．１ １５．６ ２１．２ １５．１
職業高等学校卒業 １３．０ １１．５ １７．４ １６．９ ２３．０ １６．４
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １３．５ １２．０ １８．１ １７．６ ２３．８ １７．０
ディプロマⅢ修了 １５．０ １３．３ ２０．１ １９．５ ２６．５ １８．９
ディプロマⅣ修了 １６．０ １４．２ ２１．４ ２０．８ ２８．３ ２０．１
修士又は博士課程修了 １８．０ １６．０ ２４．１ ２３．４ ３１．８ ２２．７

平均値 １０．４ １５．７ １５．３ ２０．７ １４．８

（注）平均値は，単純平均した数値である。
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これらの結果を，表１３に示される筆者の１９９８年より２００６年に至る各年の投資

収益率の平均値(19)と比べて，どのように位置づけられるか検討を試みる。表１３

によれば，農村男子の収益率が１番大きく，次いであり，都市男子であり，都

市女子であり，農村女子のそれが最小であった。しかし，各教育水準における

都市女子と農村女子との収益率格差は僅少である。収益率の総平均値は，１５．９

％であり，今回の推定値１４．８％より若干大きい値となった。

表１２における推定結果と表１３の推定結果との大きな差異は，男子の収益率と

女子の収益率との大小である。どちらがよりよい推定値であるかの判定は，よ

り多くの推定結果の蓄積によって判断されるべきものである。しかし，政策判

断の提示に際して，今回の推定結果が，上記コメントのように，好都合である。

他の研究者の投資の収益率と筆者の投資の収益率とについての吟味は，筆者

の直近の研究でおこない，筆者の推定結果が最善であると結論づけた(20)ので，

ここではそれをおこなわない。

固定効果モデルと変量効果モデルとによるパラメーターの推定値を用いた教

育投資の収益率の推定は，表１０と表１１との回帰式（２）のパラメーターの推定値

を用い，その結果は，表１４と表１５とに示される。

表１４によれば，固定効果モデルによる教育投資の収益率の推定値は，総平均

表１３ 都市農村別男女別教育の収益率平均値
（ジャワ島，１９９８‐２００６年の平均値）

都 市 農 村 平均値

（５）
男子
（１）

女子
（２）

男子
（３）

女子
（４）

小学校中退 ４．２ ３．２ ５．７ ３．１ ４．３
小学校卒業 ８．４ ６．３ １１．４ ６．３ ８．８
中学校卒業 １２．６ ９．５ １７．１ ９．４ １２．８
高等学校卒業 １６．７ １２．６ ２２．８ １２．６ １６．３
職業高等学校卒業 １８．１ １３．７ ２４．７ １３．６ １７．９
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １８．８ １４．２ ２５．６ １４．２ １７．７
ディプロマⅢ修了 ２０．９ １５．８ ２８．５ １５．７ １９．６
ディプロマⅣ修了 ２２．３ １６．９ ３０．４ １６．８ ２１．２
修士又は博士課程修了 ２５．１ １９．０ ３４．２ １８．９ ２４．２

平均値 １６．９ １２．７ １９．５ １０．９ １５．９

（資料）新谷（２０１０），第２章，表１２。
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で，９．８％であり，４つの表のうち，１番控えめな推定値となっている。しか

し，この水準においても，教育投資は，経済的合理性をそなえており，教育投

資をおこなう政策をサポートしているといえる。

表１４によれば，都市男子の収益率が最大で，次いで，農村女子の収益率が続

き，農村男子，都市女子と続く。表８に観察されるように，農村女子の賃金所

表１４ 都市農村別男女別教育の収益率
（ジャワ島，１９９８年‐２００１年‐２００４年‐２００７年：擬似パネルデータ，固定効果モデル）

終了
年数

（１）

都 市 農 村 平均値

（６）
男子
（２）

女子
（３）

男子
（４）

女子
（５）

小学校中退 ３．０ ３．６ １．３ １．９ ２．６ ２．５
小学校卒業 ６．０ ７．３ ２．５ ３．９ ５．３ ５．０
中学校卒業 ９．０ １０．９ ３．８ ５．８ ７．９ ７．５
高等学校卒業 １２．０ １４．５ ５．１ ７．８ １０．６ １０．０
職業高等学校卒業 １３．０ １５．８ ５．５ ８．４ １１．４ １０．８
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １３．５ １６．４ ５．７ ８．７ １１．９ １１．２
ディプロマⅢ修了 １５．０ １８．２ ６．４ ９．７ １３．２ １２．５
ディプロマⅣ修了 １６．０ １９．４ ６．８ １０．３ １４．１ １３．３
修士又は博士課程修了 １８．０ ２１．８ ７．６ １１．６ １５．８ １５．０

平均値 １４．２ ５．０ ７．６ １０．３ ９．８

（注）平均値は，単純平均した数値である。

表１５ 都市農村別男女別教育の収益率
（ジャワ島，１９９８年‐２００１年‐２００４年‐２００７年：擬似パネルデータ，変量効果モデル）

終了
年数

（１）

都 市 農 村 平均値

（６）
男子
（２）

女子
（３）

男子
（４）

女子
（５）

小学校中退 ３．０ ５．２ ４．３ ７．９ ６．５ ５．４
小学校卒業 ６．０ １０．３ ８．７ １５．８ １３．０ １０．７
中学校卒業 ９．０ １５．５ １３．０ ２３．７ １９．５ １６．１
高等学校卒業 １２．０ ２０．７ １７．３ ３１．６ ２６．０ ２１．５
職業高等学校卒業 １３．０ ２２．４ １８．７ ３４．２ ２８．１ ２３．３
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １３．５ ２３．２ １９．５ ３５．５ ２９．２ ２４．２
ディプロマⅢ修了 １５．０ ２５．８ ２１．６ ３９．５ ３２．５ ２６．９
ディプロマⅣ修了 １６．０ ２７．６ ２３．１ ４２．１ ３４．６ ２８．７
修士又は博士課程修了 １８．０ ３１．０ ２６．０ ４７．３ ３９．０ ３２．２

平均値 ２０．２ １６．９ ３０．８ ２５．４ ２１．０

（注）平均値は，単純平均した数値である。
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得水準は，都市男子，都市女子，農村男子および農村女子の４分類中最低であっ

た。したがって，農村女子の収益率が高い点は，農村女子への教育投資が，経

済的合理性を備え，この賃金所得格差の解消への有力な手段であるといえる。

表１５によれば，変量効果モデルによる教育投資の収益率の推定値は，総平均

で，２１．０％であり，４つの表のうち，１番大きい推定値となっている。この水

準は，教育投資は，経済的に有利な投資であり，教育投資をおこなう政策をサ

ポートしているといえる。

表１５によれば，農村男子の収益率が最大で，次いで，農村女子の収益率が続

き，都市男子，都市女子と続く。表８に観察されるように，農村女子の賃金所

得水準は，都市男子，都市女子，農村男子および農村女子の４分類中最低で

あった。したがって，農村女子の収益率が高い点は，農村女子への教育投資が，

経済的合理性を備え，この賃金所得格差の解消への有力な手段であるといえる。

また，農村男子の賃金所得も４分類中２番目に低かった。したがって，農村男

子の収益率が高い点は，農村男子への教育投資が，経済的合理性を備え，この

賃金所得格差の解消への有力な手段であるといえる。

賃金所得関数の固定効果モデルと変量効果モデルとの推定結果は，改善を要

するものであったが，そのパラメーターの推定値を用いた教育投資の収益率は，

高く，農村部，および女子への教育投資が経済的合理性を備えており，都市農

村間，および，男女間の賃金所得格差を解消するための政策手段となり得るこ

とが示せた。

５．む す び

小稿において，１９９８年調査から２００７年調査にいたるインドネシアの社会経済

調査スサナスの個別結果表から作成した擬似パネルデータを用いて，賃金所得

関数を推定し，教育投資の収益率の推定を試みた。

筆者の過去の研究において，賃金所得格差要因のひとつが，教育水準であり，

教育投資の収益率が高いことを示し，教育投資が経済的合理性を備えており，

賃金所得格差解消策として，教育投資が有効な手段であることを示した。この
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場合，教育投資の収益率を推定する際，賃金所得関数の推定が必要であり，賃

金所得関数推定の際，説明変数に教育年数が必要である。ところが，筆者の場

合，社会経済調査スサナスの個別結果表というクロスセクションデータを用い

た推定であったために，賃金所得決定に際し，賃金所得と教育年数とが，同時

決定の関係にあり，工夫が必要であった。その工夫は，教育年数関数を推定し，

教育年数の推定値を用いて，賃金所得関数を推定するものであった。

小稿の課題は，別の工夫によって，賃金所得関数を推定し，教育投資の収益

率を推定することである。この工夫は，過去に用いた各年のインドネシアの社

会経済調査スサナスの個別結果表を用いて，擬似パネルデータを作成し，識別

問題を回避することであった。すなわち，最終教育年数はサンプルによって時

間的に変化しないので，１期前の教育年数を使用することによって，識別問題

を回避することができるわけである。

１９９８年，２００１年，２００４年と２００７年とのスサナスの各家計の各構成員サンプル

のうち，１５歳以上７５歳以下で，かつ，賃金所得が正であるサンプルを抽出し，

それらを，都市農村別男女別に，家計構成員の年齢と賃金所得階級とをキー変

数として，コーホートを作成し，各セルにおける必要な変数の平均値からなる

擬似パネルデータを作成した。

最小二乗法による賃金所得関数の推定結果は，統計的にも経済学的にも，満

足いく結果であった。また，パネルデータ分析による固定効果モデルと変量効

果モデルとの推定結果は，見かけ上満足いくものであったが，ハウスマン・テ

ストができず，今後に課題を残すものであった。

最小二乗法による，賃金所得関数のパラメーターの推定結果を用いた教育投

資の収益率の推定結果より，次の結論が得られた。

男子の都市農村間の収益率格差は，農村の方が大きく，農村部の男子の高等

教育への投資は，経済的に十分引き合うものであり，その投資は，農村部の男

子賃金所得を引き上げるものであり，現在の男子の都市農村間の賃金所得格差

の解消への有力な手段であるといえる。

女子の都市農村間の収益率格差は，農村の方が大きく，その差も大きい。し

たがって，農村部の女子の高等教育への投資は，経済的に引き合うものといえ，
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それは農村部の女子賃金所得を引き上げるものであり，女子の都市農村間の賃

金所得格差の解消への有力な手段であるといえる。

都市部の男女間の収益率格差は，女子の方が大きく，都市部の女子の高等教

育への投資は，経済的に十分引き合うものであり，それは都市部の女子賃金所

得を引き上げるものであり，都市部の男女間の賃金所得格差の解消への有力な

手段であるといえる。

農村部の男女間の収益率格差は，女子の方が大きく，農村部の女子の高等教

育への投資は，経済的に引き合うものといえ，それは農村部の女子賃金所得を

引き上げるものであり，農村部の男女間の賃金所得格差の解消への有力な手段

であるといえる。

賃金所得関数の固定効果モデルと変量効果モデルとの推定結果は，改善を要

するものであったが，そのパラメーターの推定値を用いた教育投資の収益率は，

高く，農村部，および女子への教育投資が経済的合理性を備えており，都市農

村間，および，男女間の賃金所得格差を解消するための政策手段となり得るこ

とが示せた。そして，この結論は，上記最小二乗法による結論をサポートする

ものである。

注

＊：小稿は，2010年度日本学術振興会科学研究費補助金「擬似パネルデータ利用によ
るインドネシアとタイ農家家計の貧困要因の比較研究」（課題番号：21580284，研
究代表者：新谷正彦）における研究成果の一部である。

(1) 最近の成果は，本台・新谷（2008）と新谷（2010）にまとめられている。参照さ
れたい。

(2) インドネシアの社会経済調査スサナスの調査方法については，新谷の過去の研究
を参照されたい。

(3) 2008年調査スサナスのコア部分において，賃金所得の調査がなくなり，2008年調
査のモジュール部分は，消費と所得が調査される年であり，家族員の賃金所得が
調査項目上，利用可能である。しかし所得部分のファイルは，統計局の内部使用
に限るということで利用できない状況である。

(4) 例えば，新谷（2010）の第2章を参照されたい。
(5) 1998年調査のスサナスより，コア部分において，家族構成員の賃金所得の調査が

おこなわれるようになった。同一の調査は，2007年まで続き，2008年よりコア部
分の調査項目は変更，縮小され，家族構成員の賃金所得の調査項目がなくなった。

(6) 各年調査のスサナスは，当年価格で評価されているが，擬似パネルデータ作成に
際し，各年調査の価値額は，消費者物価指数を用いて2002年価格に変換された。
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消費者物価指数は，国家統計局の統計年鑑である STATISTIK INDONESIA（Statistical
Year Book of Indonesia）の各年版より採ったものである。なお，1998年は44都市，
1999‐2003年は43都市，かつ，2004年以降45都市の消費者物価指数であり，2003年
以前は，1996年基準であり2004年以降は，2002年基準である。1996年基準の消費
者物価指数は，2002年基準に変換された。都市部と農村部との間の物価差は，各
年とも同一と仮定された。

(7) ミンサー型賃金関数，およびその簡明な説明については，Mincer（1980）と澤田
（2003）を参照されたい。

(8) 例えば，古くは，Spector and Mazzeo（1980）を参照されたい。
(9) 例えば，新谷（2010）の第2章を参照されたい。
(10) 作成した擬似パネルデータに対応した賃金所得ゼロの擬似パネルデータを，さし
あたって作成できなかった点が最大の理由である。パネルデータを用いたサンプ
ルセレクションモデルの推定方法は，Wooldridge（2002）に説明されているが，擬
似パネルデータを用いたサンプルセレクションモデルの推定方法について，現時
点で筆者には不明である。

(11) 例えば，新谷（2010）の第3章を参照されたい。
(12) インドネシアの計測例において，McMahon and Boediono（1992）の収益率は，中
等教育の収益率11.0％と高等教育の収益率5.0％となっている。

(13)（2）式の第2項，第3項，第4項と第5項とは，教育年数の二乗に対する都市男子，都
市女子，農村男子と農村女子とのパラメーターダミーである。これらを分割して（2）
式のように表示した。

(14) 教育年数は，Oey-Gardiner（1997）の図8.1を参考にして，次のように決定した。す
なわち，教育年数は，無教育：0年，小学校中退：3年，小学校卒業：6年，中学校
卒業：9年，高等学校卒業：12年，職業高等学校卒業：13年，ディプロマⅠ又はⅡ
修了：13.5年，ディプロマⅢ修了：15年，ディプロマⅣ修了：16年，修士又は博士
課程修了：18年とした。なお，修士又は博士課程修了のための教育年数を18年と
した。しかし，修士又は博士課程修了者の教育年数として，18年は短いかもしれ
ないが，この数値を使用した。また，経験年数は，年齢から教育年数と6とを控除
した年数とした。

(15) 回帰式（2）と回帰式（3）とにおいて，期間が3年となったために，接続する年階級が
増加した。しかし，1998年の55－57歳の農村女子の30万以上40万未満ルピアのセ
ルがゼロとなっており，これに接続する2001年と2004年とのセルが除外された。
したがって，回帰式（2）と回帰式（3）とのサンプル数が異なることとなった。

(16) 残差ダミーの作成は，0.1刻みで，残差の絶対値がそれより大きい場合を1としたダ
ミー変数を正の場合と負の場合について2個作成し，決定係数が最大のものを選択
した。回帰式（1）の場合は，境界値が0.45とマイナス0.45とであった。そして，回
帰式（2）と回帰式（3）との場合は，境界値が0.5とマイナス0.5とであった。

(17) 学歴の世代連鎖を想定した変数である。インドネシアにおける学歴の世代連鎖の
存在についての実証分析については，新谷（2010）の第4章を参照されたい。

(18) 残差ダミーの作成は，0.1刻みで，残差の絶対値がそれより大きい場合を1としたダ
ミー変数を正の場合と負の場合について2個作成し，決定係数が最大のものを選択
した。境界値が0.6とマイナス0.6とであった。

(19) 新谷（2010）の第2章の表12を参照されたい。
(20) 新谷（2010）の第2章を参照されたい。なお，比較に用いた文献名は，文献リスト
に挙げた。
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付表１ 年齢別都市農村別男女別賃金所得別サンプル数（ジャワ島，２００１年）

月間賃金所得（単位：ルピア）

１０万未満

（１）

１０万以上
２０万未満
（２）

２０万以上
３０万未満
（３）

３０万以上
４０万未満
（４）

４０万以上

（５）

１８歳以下

都市
男子 ３５ １４８ ２００ １２７ １２６
女子 ５２ ４４９ ２７５ １５３ １３５

農村
男子 ５６ １７５ １７５ １１１ ９８
女子 ６９ １６６ １３３ ５８ ６２

１９－２１歳

都市
男子 ３６ １８７ ３５３ ３９０ ５２９
女子 ３９ ３８１ ４２５ ３４１ ５３２

農村
男子 ５３ １５０ ２５８ １９９ ２１８
女子 ３６ １２９ １２５ ６２ １００

２２－２４歳

都市
男子 ２１ １２８ ３４９ ３７９ ９０１
女子 ４２ ２０９ ３１１ ３０３ ６７７

農村
男子 ３３ １０５ ２１７ １９４ ２９７
女子 ５４ １０１ １０５ ５４ ７２

２５－２７歳

都市
男子 ２２ １０９ ３１３ ４５２ １，５４２
女子 ４８ １９２ ２５７ ２６６ ７１０

農村
男子 ３７ １１６ ２０１ ２３９ ４４５
女子 ５３ １１８ ８３ ４７ ８４

２８－３０歳

都市
男子 １６ １０４ ２３８ ３８５ １，６９６
女子 ５０ １７５ ２０６ １８５ ５８８

農村
男子 ２９ １００ １９０ ２４０ ４５４
女子 ７１ １０９ ８１ ４３ ８５

３１－３３歳

都市
男子 １５ ８２ １７８ ２６５ １，５８８
女子 ５４ １２５ １２５ ９８ ４６２

農村
男子 ２４ ７７ １４１ １６９ ４７７
女子 ６４ １０７ ８０ ３４ ７４

３４－３６歳

都市
男子 １４ ６１ １４３ ２６１ １，６４９
女子 ４８ １５０ １２３ １２９ ４５３

農村
男子 ２５ ９９ １５６ １５５ ５４３
女子 ５４ １２７ ８７ ４０ １０６

３７－３９歳

都市
男子 ７ ６０ ９８ １８２ １，３６３
女子 ２５ １００ １１７ ７９ ４０５

農村
男子 ２１ ７７ １１０ １４０ ４８６
女子 ５５ １００ ７４ ３１ ９６

（資料）2001 SUSENAS個別結果表。
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付表２ 年齢別都市農村別男女別賃金所得別サンプル数（ジャワ島，２００１年）（その２）

月間賃金所得（単位：ルピア）

１０万未満

（１）

１０万以上
２０万未満
（２）

２０万以上
３０万未満
（３）

３０万以上
４０万未満
（４）

４０万以上

（５）

４０－４２歳

都市
男子 １７ ４１ １３１ １６７ １，６１０
女子 ４６ １３１ １０７ ７３ ４２７

農村
男子 ２６ ９６ １２９ １４５ ５５２
女子 ５４ １０９ ６２ ２３ ９０

４３－４５歳

都市
男子 ９ ３９ ８１ １３７ １，１３９
女子 ３８ ８６ ６７ ５５ ２５９

農村
男子 １３ ５５ １０４ ９１ ３３０
女子 ４３ ６６ ５１ ２１ ５２

４６－４８歳

都市
男子 １５ ２９ ７０ ９６ ９９７
女子 ２５ ６５ ５４ ３６ ２１１

農村
男子 １６ ５８ ９４ ７２ ２９６
女子 ３３ ７５ ４２ １３ ５３

４９－５１歳

都市
男子 １３ ３４ ６７ １０３ ８８５
女子 ２４ ８０ ５１ ２１ １８３

農村
男子 １３ ５２ ９５ ７４ ２５０
女子 ３１ ５４ ３１ １１ ５１

５２－５４歳

都市
男子 ３ ２３ ５２ ５７ ５４０
女子 １６ ３９ ２９ １３ １０８

農村
男子 １３ ４１ ４６ ２８ １９８
女子 ２４ ５２ ２２ ７ １９

５５－５７歳

都市
男子 ６ １８ ３９ ５８ ３３６
女子 １４ ４６ １５ １４ ５３

農村
男子 １０ ３６ ５５ ３９ １２４
女子 ２６ ５１ １７ ６ １５

５８－６０歳

都市
男子 １０ ２９ ４４ ４１ ２２７
女子 １５ ４７ ２２ １２ ３７

農村
男子 １４ ３９ ３１ ３３ ６３
女子 ２１ ３３ １５ ５ ９

６１歳以上

都市
男子 ２６ ８３ ９４ ６９ １８８
女子 ２８ ９５ ４４ １４ １８

農村
男子 ３２ ７０ ７１ ４２ ４５
女子 ７１ ８７ ２９ ５ ７

（資料）2001 SUSENAS個別結果表。
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付表３ 年齢別都市農村別男女別賃金所得別サンプル数（ジャワ島，２００４年）

月間賃金所得（単位：ルピア）

１０万未満

（１）

１０万以上
２０万未満
（２）

２０万以上
３０万未満
（３）

３０万以上
４０万未満
（４）

４０万以上

（５）

１８歳以下

都市
男子 １６ ８２ １２８ １２３ １４５
女子 ２８ ２６６ ２１９ １４０ １３５

農村
男子 ２４ ７４ １０４ ９６ ８１
女子 ３２ １４２ ９７ ５０ ４３

１９－２１歳

都市
男子 １９ １２４ ２０８ ３４２ ７３９
女子 ３０ ２０７ ３２０ ３０８ ７０３

農村
男子 １３ ９２ １４４ １９９ ２１２
女子 ２９ １１７ １１３ ８９ １０３

２２－２４歳

都市
男子 １７ ８９ ２５６ ４４２ １，３６２
女子 ３５ １６８ ２６３ ３１１ １，０１４

農村
男子 ２２ ７０ １４６ ２１９ ３３７
女子 ３０ １００ ８５ ６８ １１０

２５－２７歳

都市
男子 １６ ７４ ２０３ ４０１ １，８１８
女子 ３７ １４４ １９９ ２４６ ９４５

農村
男子 ２３ ６８ １４１ ２１２ ３８８
女子 ３２ ８１ ６２ ６５ ９１

２８－３０歳

都市
男子 １９ ６０ １６４ ３０９ １，９９１
女子 ２５ １３６ １７４ ２０５ ７４９

農村
男子 １７ ６３ １３１ ２２９ ４６１
女子 ３１ ９２ ５２ ５２ ８５

３１－３３歳

都市
男子 １０ ４７ １０９ ２８８ １，９０９
女子 ２１ １１３ １３２ １５８ ６３１

農村
男子 １４ ６１ １０３ １５９ ５１５
女子 ３５ ７２ ６０ ５５ ９５

３４－３６歳

都市
男子 １２ ５０ １０７ ２４９ ２，１５１
女子 ２９ １２６ １２３ １４８ ６２１

農村
男子 １０ ４９ １１１ １７５ ５５５
女子 ３９ ９９ ７９ ４９ ８６

３７－３９歳

都市
男子 １１ ３７ ７０ １８２ １，７３７
女子 ２５ ９９ １１８ １０５ ５２０

農村
男子 １２ ３３ ７４ １０９ ４７２
女子 ２７ ８１ ４８ ４７ ８９

（資料）2004 SUSENAS個別結果表。
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付表４ 年齢別都市農村別男女別賃金所得別サンプル数（ジャワ島，２００４年）（その２）

月間賃金所得（単位：ルピア）

１０万未満

（１）

１０万以上
２０万未満
（２）

２０万以上
３０万未満
（３）

３０万以上
４０万未満
（４）

４０万以上

（５）

４０－４２歳

都市
男子 ６ ３１ ６８ １７０ １，７６７
女子 ２６ １３９ １０９ ７３ ４７７

農村
男子 １１ ５０ ８０ １３３ ５００
女子 ３０ ８２ ４９ ２４ ８７

４３－４５歳

都市
男子 ７ ２３ ５９ １３４ １，５６９
女子 １９ １０６ ９７ ６１ ４０９

農村
男子 １９ ３７ ８０ ８９ ３９１
女子 ３１ ７３ ４５ １９ ５３

４６－４８歳

都市
男子 ８ ２３ ５４ １０７ １，２５８
女子 １６ ６７ ６２ ５６ ２５８

農村
男子 ６ ３４ ３５ ５６ ２８５
女子 ３１ ４５ ３１ １２ ４０

４９－５１歳

都市
男子 ８ ２６ ４５ ９３ １，１２９
女子 １１ ６９ ４９ ３９ ２３１

農村
男子 ７ ３３ ５５ ６３ ２５６
女子 ２０ ５０ ９ ７ ４２

５２－５４歳

都市
男子 ５ １８ ３２ ８１ ８８４
女子 １８ ４４ ３８ １６ １３７

農村
男子 ６ ２７ ２９ ４７ １９３
女子 １４ ４４ １８ ８ ３３

５５－５７歳

都市
男子 ５ １２ ３７ ４４ ４３５
女子 １３ ３１ ２５ １５ ６４

農村
男子 ５ ２４ ２６ ４８ １１７
女子 ２１ ２７ １１ ３ ８

５８－６０歳

都市
男子 ３ １２ ３１ ４５ ２２６
女子 １０ ３０ ２６ ９ ３３

農村
男子 ３ ３１ ２５ ２７ ６７
女子 １７ ３５ １０ ２ ５

６１歳以上

都市
男子 １２ ４１ ６３ ５８ ２７１
女子 ２１ ６０ ３１ １５ ２０

農村
男子 １５ ６３ ５４ ３７ ４５
女子 ３０ ６３ ２７ ６ １

（資料）2004 SUSENAS個別結果表。

－１３０－ 擬似パネルデータ利用によるインドネシア教育投資の収益率の推定




